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１．はじめに 

 

近年，交通をめぐる問題の解決策として，『ひとり

一人のモビリティ(移動)が社会的にも個人的にも望まし

い方向へ自発的に変化することを促すコミュニケーショ

ンを中心とした交通政策』，モビリティ・マネジメント

(Mobility Management：以下MMと略記)の重要性が，認

識されつつある 1）2）． 
これまで MM の実験事例は，地域住民，企業，小中

学校を対象としたものは多く報告されているが，大学に

おける MM は，あまり注目されてこなかった．大学は，

大規模交通発生源であり，地域交通に大きな影響を及ぼ

す例も多い．それ故，大学で MM を実施することは，

大学の構成員にとどまらず，地域にも利点があることが

期待される．このことから，大学における MM は，地

域交通マネジメントとしての MM を考える上で，必要

不可欠と考えられる3）． 

筑波大学では，大学が運営していた学内連絡バスに

代わり，2005 年 8 月つくばエクスプレス(TX)の開業と

ほぼ同時に，路線バスを活用した新学内交通システムの

運行が開始された． 
筑波大学は，南北約 4km・東西約 1km の広大なキャ

ンパスを有しているため，教育・研究環境整備の観点か

ら，大学構成員（学生・教職員）のための学内移動手段

として構内を走るバスが必要不可欠となっている．しか

しながら，昭和52年11月に運行を開始した学内連絡バ

スは，30 分に１便の運行で，利便性に欠けるといわざ

るを得ず，１便あたり利用者数は約 11 人と十分に活用

されているとは言い難かった．それ故，筑波大学構成員

の通勤･通学･構内移動手段は自転車や自動車に頼らざる

を得ず 4），自転車の混雑問題，駐輪問題，歩行者と自

転車・自動車の交通事故の危険性など，様々な問題を抱

えていた．以上の問題の解決のきっかけとして，このシ

ステム導入による大学構成員の交通行動の変化が期待 
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されていた．一方で，画期的なバスサービスがあったと

しても，きめ細かな情報提供等による利用促進策を怠る

と, 自動車に依存している大学構成員の利用者増は見込

めないことが懸念される． 

そこで，2006 年 4 月～6 月，大学構成員を対象とし

た，このシステムの利用促進 MM を実施した．本実験で

は，効率的に配布可能な，動機付け・利用証利用例・購

入方法・購入申込書・携帯可能なバス時刻表を1枚にま

とめたオールインワンのチラシを用いることで，配布数

1万人弱という大規模なMMを実施することができた． 

本研究は，この大学の公共交通システムの改変に併せ

た大規模MMの概要を示すとともに，効果分析を行うもの

である． 

 

２．筑波大学新学内交通システムの概要 

 

新学内交通システムは，筑波大学～つくばセンター(T

Xつくば駅)を循環する路線バスを活用したものであり，

最大の特徴として，区間内乗り放題の利用証が導入され

たことがあげられる．利用証発行に際しては，全国初の

「大口一括特約定期」という方法を導入している．これ

は，大学が関東鉄道に5,000万円支払って6,000枚の利用

証を購入し，これを教職員に8,400円，学生に4,200円

(学生のみ半額を大学側が負担)にて，希望者に販売する

ものである．この新学内交通システムは，旧学内連絡バ

スに比べ，利便性，価格を考慮すると，非常に優れたバ

スシステムである．運行概要については，表-1に示した

通りである． 

 

  学内連絡バス 新学内交通システム 

運行主体 筑波大学 関東鉄道株式会社 

運行日 
平日のみ（休業期間は 

間引き運転または運休） 
毎日 

運行時間 8：00～18：00 6：00～23：00 

運行本数 
右回り・左回りそれぞれ 30

分毎（合わせて１５分毎) 

つくばセンター発 

平日 13 本/時(最大) 

休日 10 本/時(最大) 

運賃 無料 

通常運賃（160 円～260 円） 

利用証(学生4,200 円/年， 

教職員8,400 円/年)で， 

乗り放題 

運行経路 大学構内の循環 
大学構内～つくばセンター 

(TX つくば駅)間の循環 

表－1 学内連絡バスと新学内交通システムの比較 



３．筑波大学新学内交通システムの利用促進の概要 

 

 MMの効果を分析する上で，制御群(MMを実施しない

人々)を設けることは不可欠である．それは，季節や天

候など予期せぬ効果を除外して，MMによる意識，行動等

の変化を測定するためである．実験群と制御群との意識

や行動の差をMMによる効果とし，正確にMMの効果が分析

できることとなる1）． 

 本研究では，MMの効果を実験後のアンケート調査で把

握するために， 

・実験群：オールインワンのチラシを配布するグループ 

・制御群：何も配布しないグループ 

を設定した．ただし事務手続きの都合上，制御群の設定

が学部所属の新入生を除く上級生にのみとなっている．

そのため本研究の分析対象は，学部所属の新入生を除く

上級生(表-4太枠内)とする． 

 

 (1)調査対象者の属性 

新学内交通システムは，2005年8月に導入されたシス

テムである．そのため，利用証を購入する機会が，2005

年度以前からの構成員は2度，2006年度からの大学構成

員は1度あった (2006年度以降は，年度初めから販売)．

したがって利用証保有歴は，表-2に示す，6パターンと

なる．利用証保有歴により構成員の行動やシステムに対

する認識が異なると考えられることから，本研究では，

利用証保有歴に着目し，MMの効果分析を行う． 

 

(2)調査全体のフロー 

実験の全体フローを図-1に示す．本実験は，学生・

教職員を含む大学構成員全員を対象としている． 

①wave1 

2006年4月に，大学事務を介して，新入生には，オリ

エンテーション時に，教職員には，学内メール便を利用

して①アンケート(調査項目は表-3参照)，②チラシ，③

独自に作成したつくば市内のバスマップをクリップにま

とめた大学バス利用促進キットを配布した． 
2006年6月に，一般体育の授業(履修の重複がなく，多

くの学生が履修している)時に，学部所属の新入生以外

の学生に大学バス利用促進キットを配布した． 

②wave2 

「システム導入が構成員に与えた影響」と「MMの効果」

を測定するため，wave1で使用した質問項目を含むアン

ケート (調査項目は表-3参照)調査を行った．システム

導入のインパクトをMM実験の効果と同時に測定する必要

があったため，サンプル抽出に際しては，大学構成員か

ら，所属，学年など偏りがないよう考慮したうえで，無

作為抽出を行った．また掲示板で個別に呼び出して，配

布回収を行う方法をとった．配布・回収率を表-4に示す． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)wave1調査の配布物 

先に述べたMMツールのチラシをじっくり読んでもら

うため，全員に対してアンケートに答えてもらう形式の

コミュニケーションを実施した．アンケート票は，バス

マップとともにチラシにはさみ，クリップにとめた大学

バス利用促進キットとして，配布した． 

wave1
在籍数(H18年) 配布数 回収数 配布数 回収数

2,350 2,350 1,255 - -
実験群 2,546 1,808 345 120
制御群 786 597 145 70

1,828 1,828 826 - -
3,941 0 0 - -
4,094 2,221 642 - -
20,042 9,731 5,128 490 190

新入生

新入生
新入生以外

教職員
合計

大学院

wave2

大学
新入生以外 7,829

表－2 利用証保有歴 

図－1 調査の全体フロー

表－3 wave1およびwave2アンケート調査項目 

表－4 wave1およびwave2の配布回収数 

アンケート2(wave2)

アンケート1(wave1)

実験群(上級生)
オールインワンの
チラシ配布

制御群
(上級生)

6月上旬

11月上旬

配布のみ(新入生・教職員)
オールインワンの
チラシ配布

アンケート1(wave1)

4月上旬

2005年 2006年 2005年 2006年
Pattern1 購入 Pattern4 購入 未購入
Pattern2 未購入 Pattern5 未購入 購入
Pattern3 購入 購入 Pattern6 未購入 未購入

調査項目 尺度の定義 尺度 wave1 wave2

定期券を買おうと
思いますか？

□全く思わない
□少し思う　□思う

行動意図 ○ ○

来年度，定期券を買おうと
思いますか？

□全く思わない
□少し思う　□思う

行動意図 - ○

キャンパスバスの定期券は
便利なものだと思いますか？

全然思わない/
とてもそう思う(５段階)

態度 ○ ○

キャンパスバスの定期券を
購入するのは、なんだか
難しそうと思いますか？

全然思わない/
とてもそう思う(５段階)

知覚行動制御 ○ ○

次に引越しするとしたら、
バスに乗るとき便利な場所に
引っ越そうと思いますか？

全然思わない/
とてもそう思う(５段階)

住居選択への影響 ○ ○

最近１週間で、
何回キャンパスバスを
利用しましたか？

この1週間で　　回 利用頻度 ○ ○

バス定期券の値段は安いと
思いますか？

全然思わない/
とてもそう思う(５段階)

コスト認知 - ○

バス定期券の買い方を
具体的に知っていますか？

全然思わない/
とてもそう思う(５段階)

実行意図 - ○

キャンパスバスは自分に
必要なものだと思いますか？

全然思わない/
とてもそう思う(５段階)

自分への
必要性信念

- ○



①アンケート 

本実験では，アンケート票の冒頭に，チラシを読む

よう要請した文章を記載した．これは，チラシを読む確

率を高めるためである．なおアンケート票の質問項目の

それぞれの尺度は，既に過去のMMの実験等で用いられた

ものを妥当性と信頼性に問題ないと判断して使用した

(表-3)． 

②オールインワンのチラシ 

新学内交通システムは，利用証を購入すれば区間内

の路線バスが1年間乗り放題になる，非常に利便性の高

いバスサービスである． 

しかし学内交通システムというわかりにくい名称や，

広報が不足していることもあり，大学構内での存在その

ものや，サービス内容などの認知度が高いとはいえない

状態であった．そこで，システムの認知度を高め，利用

証購入促進，そしてシステムの利用促進のためには，ど

のような情報提供を行うべきか，という点からチラシ内

容の検討を行った．その結果，配布効率を考慮し，動機

付け・利用証利用例・購入方法・購入申込書・携帯可能

なバス時刻表を1枚にまとめたA4版裏表カラー印刷を2つ

折りしてA5版にした，冊子型とした． 

③つくば市内バスマップ 

つくば市のバスの路線図やバスを利用する際に必要

となる情報を提供することで，新学内交通システムに留

まらず，つくば市のバスの利用促進を期待して，つくば

市内のバスマップを配布した． 

デザインは，チラシと同様のもので統一感を演出し，

路線図の裏に「つくばセンター発着路線バス運行案内

(始終発･頻度･便数･所要時間)」「つくばセンターから

行ける主な公共施設」「つくばエクスプレス時刻表」

「つくば市コミュニティバス つくバス運行案内」「高

速バス（東京・成田・羽田行）運行案内」を記載してい

る． 

 

(4)wave2調査の設計 

wave2アンケート票の配布回収は，学生に関しては，

各支援室(事務室)において無作為に選んだ学生の学籍番

号と氏名を掲示して呼び出す方法で行った．アンケート

票を手渡しで配布し，調査票記入後，各支援室に設置し

てある回収箱に提出するという手順とした．また学生が

アンケート票を支援室へ取りにくる割合が予想以上に低

かったため，調査対象となる学生の名簿を掲示する方法

から，直接一人一人の学生を呼び出す方法に変更し，期

間を延長して回収を行った． 

 教職員等については，無作為に選んだ教職員の氏名を

もとに，支援室において直接若しくは学内便等によって

配布回収を行った． 

wave2調査の目的は①MMの効果測定，②システム導入

が構成員に与えた影響の測定である．それ故，調査項目

は，wave1の調査項目に加え，アクティビティーダイア

リーや，つくばセンターや東京への交通行動なども質問

している．本稿では，表-3に示す，MMの効果測定に用い

る指標以外の質問項目および，分析結果は省略する． 

 

４．効果分析結果 

 

本実験の効果分析は，上述のように，制御群を設定

した学部所属の新入生以外の上級生のみを対象とする．

分析方法は，利用証購入の，実行意図，行動意図に，影

響を与えると考えられる心理指標「態度」「知覚行動制

御」1）などに対し，大学バス利用促進キットを配布する

ことが，影響しているのか否かを実験群，制御群間のt
検定により検証する．またチラシを読んだ直後と，5ヶ
月後の効果を検証するため，wave1(チラシを読んだ直

後)とwave2(チラシを読んで，5ヵ月後)のそれぞれの値

で検定した． 

 

 (1）MMの効果測定 

 表-6 に，分析対象とした 利用証保有 Pattern3～

6(表-2)それぞれの実験群，制御群の心理指標の平均値

と制御群間のt検定結果を示す．以下にPattern別の分

析の考察を示す． 

①Pattern3(2005年購入，2006年購入) 

wave2 の群間において，態度に有意傾向，知覚行動制

御に有意な差が示された．また，Pattern3 は，心理指

標の水準が利用証を2006年に持っていない人(Pattern4，

6)に比べて，心理指標の水準が高いことが示された．こ

れらのことから，利用証をリピート購入している人には，

チラシの熟読直後よりも，時間経過とともに，態度，知

覚行動制御の水準をあげるという効果が示唆された． 

②Pattern4(2005年購入，2006年未購入) 

wave1 の群間において，住居選択への影響に有意な差

が示された．wave2 では，住居選択への影響，自分への

必要性信念に有意な差が示された．これらのことは，利

用証購入を止めてしまった人は，チラシを読むことでチ

ラシを読んだ直後(wave1)に，住居選択への影響の水準

があがり，その効果が持続しているということ，また時

間経過とおもに自分への必要性信念の水準を上げること

を示唆している．また群間の住居選択への影響に有意差

が見られた要因として，バス利用が不便な場所に引っ越

したため，利用証を購入しなかった可能性が考えられる． 

③Pattern5(2005年未購入，2006年購入) 

wave2 の群間では，実行意図に有意な差が示された．

Pattern5 は，心理指標の水準が利用証を2006 年に持っ

ていない人(Pattern4，6)に比べて，心理指標の水準が

高いことが示された．これらのことから，利用証を新た



wave1 wave2 wave1 wave2 t値 自由度 有意確率 t値 自由度 有意確率

態度 5.17 5.71 5.35 5.33 0.63 51 0.27 1.53 52 0.07

知覚行動制御 0.67 0.13 0.35 0.50 -1.14 51 0.13 -1.69 52 0.05

住居選択への影響 2.90 3.96 4.05 3.43 2.36 50 0.01 1.11 52 0.14

利用頻度 2.53 2.46 2.83 2.83 0.31 51 0.38 -0.42 51 0.34

コスト認知 4.54 4.57 -0.06 52 0.48

実行意図 5.58 5.73 -0.81 52 0.21

自分への必要性信念 4.88 4.77 0.29 52 0.39

態度 4.45 4.36 4.20 4.00 -0.33 19 0.37 -0.52 19 0.30

知覚行動制御 0.91 0.82 0.70 0.60 -0.36 19 0.36 -0.44 19 0.33

住居選択への影響 4.00 4.27 1.70 1.70 -3.18 19 0.00 -3.15 19 0.00

利用頻度 0.82 0.60 0.20 0.40 -0.92 19 0.19 -0.42 18 0.34

コスト認知 4.73 3.90 -1.02 19 0.16

実行意図 5.36 5.40 0.10 19 0.46

自分への必要性信念 3.73 1.90 -2.33 19 0.02

態度 5.23 5.60 4.92 5.46 -0.72 41 0.24 -0.66 41 0.26

知覚行動制御 1.17 0.50 1.00 0.54 -0.41 41 0.34 0.13 41 0.45

住居選択への影響 3.63 4.37 3.15 4.15 -1.06 41 0.15 -0.43 41 0.33

利用頻度 2.23 2.34 1.92 2.62 -0.40 41 0.34 0.28 40 0.39

コスト認知 4.40 4.08 -0.66 41 0.26

実行意図 5.67 5.23 -1.84 41 0.04

自分への必要性観念 5.13 4.92 -0.65 41 0.26

態度 3.67 3.47 3.08 4.38 -1.36 71 0.09 2.30 71 0.01

知覚行動制御 1.35 1.80 2.13 1.71 1.91 71 0.03 -0.20 71 0.42

住居選択への影響 2.02 2.08 1.21 2.00 -1.72 71 0.04 -0.16 71 0.44

利用頻度 0.10 0.20 0.04 0.00 -0.59 69 0.28 -1.22 68 0.11

コスト認知 3.47 3.54 0.20 71 0.42

実行意図 2.65 2.00 -1.06 71 0.15

自分への必要性信念 1.98 2.08 0.25 71 0.40

Pattern3

実験群
 n=30

制御群
 n=24
Pattern4

実験群
 n=11

制御群
 n=10
Pattern5

実験群
 n=30

制御群
 n=12
Pattern6

実験群
 n=30

制御群
 n=24

制御群 制御群wave1 vs 実験群wave1 制御群wave2 vs 実験群wave2

平均値 t検定
実験群

に購入した人には，チラシの熟読直後よりも，時間経過

とともに，実行意図の水準が高くなるという効果が示唆

された． 

④Pattern6(2005年未購入，2006年未購入) 

wave1 の群間では，態度に有意傾向，知覚行動制御，

住居への影響に有意な差が示された．これらのことは，

利用証を購入したことが無い人には，チラシ読了直後か

ら効果が現れていることを示唆している． また制御群

態度の水準がwave1からwave2において，上がっており，

wave2 の態度に有意な差が示された．この要因として，

制御群が何らかの方法でシステムの情報を得ていた可能

性や，アンケートに回答するだけで意識レベルが変化し

た可能性が考えられる． 

 

５．おわりに 

 

本研究は，筑波大学の新学内交通システムの改変に併

せた大規模MMの概要を示すとともに，効果分析を試みた． 

その結果として， 

①動機付け・利用証利用例・購入方法・購入申込書・携

帯可能なバス時刻表を 1 枚にまとめたチラシを配布

し，その場で読んでもらうというコミュニケーショ

ンは，利用証保有歴により，効果のある心理指標及

び，効果が現れるタイミングが異なる可能性が示唆

された． 

 

 

 

②Pattern6(2005 年未購入，2006 年未購入)において，

オールインワンのチラシは，短期的(読んだ直後)に

も効果が現れている可能性が示唆された． 

③2006 年に利用証を購入した人は，利用証を2006 年に

持っていない人(Pattern4，6)に比べて心理指標の水

準が高く，さらに時間経過ともに，MM の効果が現れ

る可能性がある． 
ということが示された．このことは，今後も MM を継続

して行うことで利用証を持たない人の利用証購入が促進

され，自動車依存度の高い大学構成員のライフスタイル

が転換していく可能性があることを示唆している． 
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